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授 賞 式

「遠山椿吉記念 第６回 健康予防医療賞」の授賞式・記念講演会・レセプションは、2020年（令

和２年）２月４日(火)にホテルメトロポリタンエドモント（東京・飯田橋）にて開催されました。

授賞式には、選考委員の先生方を始め、研究者、報道関係者ほか当法人関係者など、100名近い参列

者が祝福に集まりました。

山田匡通理事長は、受賞者お二人を祝福し、遠山椿吉博士の業績と先見性に触れ、本賞の重要性

が高まっていくことへの期待を寄せました。

上田氏の研究については、HPVワクチンの本邦における有効性を初めて明確に示され、子宮頸

がん対策の重要な基礎資料となり、女性活躍社会の実現や少子化にもつながる極めて重要な研究

であり、大変有意義であると述べ、深い敬意を示しました。

可知氏の研究については、全国データを用いて、日本の未就園の要因を明らかにした初めての研

究であり、児童虐待防止対策、幼児教育・保育の無償化政策にも大きく貢献したことが高く評価さ

れたものと述べ、今後の研究成果への期待を寄せました。

最後に、門脇孝選考委員長をはじめとする選考委員の先生方の厳正かつハイレベルな審査が非

常に賞の価値を高めていることへの感謝の意を述べました。

山田匡通理事長より上田豊氏（左）に
遠山椿吉賞を授与

可知悠子氏（左）に山田和江賞を授与
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上田 豊先生 受賞コメント

本日は栄えある遠山椿吉賞を授与いただきまして、誠にありがとうございます。

HPVワクチンについては、多くの方に理解をいただきたい、どうすれば理解い

ただけるのか、何とか科学的なデータを出したいと、いつもその点に留意してま

いりました。その点を今回評価いただいたことは大変ありがたく思っておりま

す。ご指導いただきました先生方、ご協力くださった皆さまに本当に感謝を申し

上げたいと思います。

HPVワクチンは、まだ全くの道半ばどころか、スタートラインに戻った気すら

しております。この賞を励みに頑張ってまいりたいと思いますので、引き続き、

どうぞご指導いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。本日は誠にあり

がとうございます。

＊令和元年度「健康予防医療賞」授賞式について、詳細は、当法人ホームページ

をご覧ください。



世界と日本における子宮頸がん事情

子宮頸がんの罹患率は、発展途上国ほど高く、

WHO（世界保健機関）は「公衆衛生上の脅威であ

る」との警告を発表しています。日本の子宮頸がん

の罹患率は、世界的にはほぼ中間（10万人あたり

11.5-18.1人）に該当しますが、先進国の中では、高

い地域に分類されます。

WHOは、子宮頸がんを排除するための世界的戦

略として、①HPVワクチン（子宮頸がん予防ワクチ

ン）の普及、②子宮頸がん検診の拡大、③子宮頸部

病変に対する治療とケアの推進を 3本柱とする介入

目標を設定しています。順調に進展すれば、2060年

頃には世界から子宮頸がんがなくなります。

日本の状況はどうでしょうか。大阪府がん登録

データを見ると、子宮頸がんの年齢調整罹患率は、

2000年まで減少の傾向にありましたが、以降は増加

に転じています（図 1）。さらに、がんの種類（腺が

ん/扁平上皮がん）および患者の年齢層（39歳以下

/40〜59歳/60歳以上）で解析すると、扁平上皮がん

の罹患率は、どの世代も緩やかな減少が増加に転じ

るものでしたが、腺がんの罹患率は、39歳以下の若

年層において、一貫して増加の傾向を示していまし

た1)。腺がんは子宮頸がんの中でも発見が難しく、

かつ治療抵抗性を示す腫瘍として知られています。

患者数の増加と同時に、子宮頸がんの治療成績の

向上も確認されました1)。進行期（限局例/隣接臓器

浸潤例/所属リンパ節転移例/遠隔転移例）別10年相

対生存率を、2003年以前と2003年以降で比較すると、

限局例および隣接臓器浸潤例で有意な改善を、所属

リンパ節転移例で（有意差はないが）改善の傾向を

認めました。ちょうど化学療法を併用した放射線治
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遠山椿吉記念 第 6回 健康予防医療賞 受賞記念講演

本邦における子宮頸がん動向調査と

HPVワクチン接種の効果の解析

上田 豊 氏

大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学 講師

図 1 子宮頸がんの年齢調整罹患率の推移
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Yagi A, Ueda Y et al. Cancer Res. 2019; 79: 1252-1259.より一部改変



療（同時化学放射線療法）が導入された時期であり、

その成績が反映されたものと推測されます。

これに対して、より重症度の高い遠隔転移例の成

績は、大きな変化が認められませんでした。また、

子宮頸部限局症例における 5年相対生存率の研究で

は、手術療法群と比べて放射線療法および同時化学

放射線療法群は予後が悪いこと、とくに30歳代以下

の若年層の生存率が有意に低いことも判明しました

（図 2 )。

HPVワクチンを取り巻く状況変化

子宮頸がんは、HPV（とくにハイリスク型HPV）

の持続感染から前がん病変であるCINを経て発生し

ます。子宮頸がん検診により、前がん病変の段階で

発見できれば、子宮頸部円錐切除術によって子宮の

温存も可能です。日本産科婦人科学会の統計による

と、国内では年間約 1 万4,000件の円錐切除術が実

施されています。円錐切除術は、術後の妊娠・出産

が可能という利点がありますが、早産発生率が一般

女性の約 4倍（20％）にのぼるなど、デメリットも

あります。

HPVワクチンは、ウイルスの感染を防ぐことで、

前がん病変さえも生じさせない予防法です。接種者

の予後を追跡調査したフィンランドの研究では、子

宮頸がんをはじめとするHPV関連がんの予防効果

が確認されています。HPVワクチンの予防効果は、

国内の研究報告でも、子宮頸部細胞診の異常の頻度

が有意に低いことや、CIN2（中等度異形成）までの

発現率が有意に低いことは確認されています2)。そ

の一方で、より重症度の高いCIN3（高度異形成・上

皮内がん）については、その予防効果はまだ証明さ

れていませんでした。

CIN3に対する予防効果を確認

そこで私たちは、生まれ年度ごとのHPVワクチン

の接種率と、20歳の子宮頸部細胞診異常およびCIN3

に対する予防効果の研究を行いました（図 3）。

その結果、HPVワクチン接種世代では細胞診異常

率が有意に減少していること（表 1）、HPVワクチ

ン接種率とCIN3の発生率は逆相関することがわか

りました（表 2）。

今後の子宮頸がん対策のあり方を考える

ここからは、本邦における子宮頸がん対策のあり

方について、個人的見解を交えてご紹介します。

HPVワクチンは、公費助成制度導入（2010年度）

および定期接種化（2013年度）により、一気に普及

しました。しかし、すぐに当局が「積極的な接種勧

奨の差し控え」を発表し、接種率は大幅に低下。そ

の結果、接種停止世代を中心に、子宮頸がんの罹患

者および死亡者が再び増加に転じることは明白で

す。

今後の日本のHPVワクチン政策を考えた場合、ま

156 遠山椿吉賞 本邦における子宮頸がん動向調査とHPVワクチン接種の効果の解析 令和元年度 事業年報

図 2 子宮頸部限局症例における年齢層別治療効果（５年相対生存率）

40歳代・50歳代

30歳代以下

40歳代・50歳代

60歳代以上

60歳代以上

30歳代以下

放射線療法・同時化学放射線療法

手術療法

Surgery-based (n=1530): 95.2 [93.9-96.2]
Surgery-based (n=4173): 93.4 [92.4-94.3]
Surgery-based (n=1536): 92.1 [89.8-93.9]

Radiation-based (n=1269): 69.1 [65.5-72.4]

Radiation-based (n=471): 60.6 [55.2-65.5]
Radiation-based (n=35): 56.2 [36.9-71.7]

0-39

40-59

60+

100

80

60

40

20

（%）

（年）0 1 2 3 4 5

Yagi A, Ueda Y et al. Cancer Res. 2019; 79: 1252-1259.より一部改変

がん診断からの経過年数



ずは一刻も早い「積極的な接種勧奨の再開」が不可

欠だと考えます。その一方で、いま勧奨を再開した

としても、過去のHPVワクチン接種停止世代のう

ち、すでに定期接種の対象（小学校 6年生から高校

1年生までに相当）から外れる世代もいます。積極

勧奨の再開にあたっては、すでに定期接種の対象年

齢を過ぎた世代に対しても、臨時措置として接種機

会を付与してほしいと願います。

新しいHPVワクチンの導入も重要です。海外で

導入されている 9 価ワクチンは、現在国内で使用さ

れているHPVワクチンよりも高い子宮頸がん・前が

ん病変の予防効果が期待できます。さらには男子接

種、HPVワクチン接種前に性交渉を持ち始めた女子

に対する子宮がん検診の受診勧奨などの積極的な対

応も不可欠と思われます。
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図 3 生まれ年度と子宮頸がん検診対象年度との対応

細胞診異常・CINの減少?

ワクチン接種(約７割) ワクチン非接種

Ueda Y et al. Sci Rep. 2018; 8: 5612.より一部改変
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表 1 HPVワクチンの有効性検証

ワクチン
導入前世代

ワクチン
接種世代

生まれ年度
20歳検診年度

1990-1993
2010-2013

1994-1995
2014-2015

ｐ値

ASC-US以上
24%減少3.96%

330/8,330
3.01%

99/3,291 0.014

LSIL以上
73%減少2.11%

60/2,841
0.58%
6/1,032 <0.001

Ueda Y et al. Sci Rep. 2018; 8: 5612.より一部改変

ASC-US：異形成未満の細胞変化 LSIL：軽度異形成

細胞診異常率

表 2 HPVワクチン接種率とCIN3（高度異形成・上皮内がん）発生率

ワクチン導入前世代 

1991-1993

ワクチン接種世代 

1994-1996

20歳検診年度 

生まれ年度

2011-2013 2014-2016 

CIN3の発生率 0.8%(7/890) 0.0%(0/806) 

HPVワクチン
累積初回接種率  

0%(0/7,872) 79%(5,837/7,389) 

Yagi A, Ueda Y et al. Vaccine. 2019; 37: 2889-2891.より一部改変



約半数の母親の接種条件は「同世代の子

が接種するなら」

しかし、私たちが実施してきたアンケート調査の

結果から、仮に接種勧奨が再開されても、多くの保

護者は自分の娘のHPVワクチン接種に消極的であ

ることがわかっています。そこで、再普及を目指す

うえで「行動経済学的概念にもとづいた接種勧奨に

よるHPVワクチン接種の再普及」を考えました。

私たちは過去に 3 回、HPVワクチン未接種の娘

（定期接種年齢層）を持つ母親を対象としたインター

ネット調査を実施してきました。その結果、「娘に

HPVワクチン接種をさせる」と回答した母親の割合

は、常に減少の傾向にあることがわかりました。と

くに接種勧奨中止後から32カ月後の調査では、HPV

ワクチン接種の勧奨再開があったとしても、8 割以

上の母親が「娘には接種させない」または「わから

ない」と回答しています。

さらに、娘のHPVワクチン接種に対する条件を母

親に聞きました。その結果、「条件なく」または「勧

奨再開したら」と回答した母親は、たった 4％でし

た（表 3）。これに対して「周りや知り合いが接種し

たら」と回答した母親は17％、「同世代の多くの子が

接種したら」と回答した母親は51％にのぼりました。

HPVワクチンに対する意識を行動経済学

で分析する

そこで私たちは「接種候補群」とも呼ぶべきこの

半数の母親層を動かすことが、HPVワクチンの再普

及には不可欠であると考え、彼女たちの心理状況を、

行動経済学を用いて分析しました（図 4）。行動経

済学には「損失回避」という概念があります。HPV

ワクチンの場合、接種によって生じる副反応のリス

クが確定するという損失と、非接種によって生じる

子宮頸がんの発症という損失の 2種類が存在しま

す。

HPVワクチンの接種時に生じる重篤な副反応の

頻度は、現時点ではゼロに近いとはいえ、ゼロとい

うことはあり得ません。そこで一部の母親たちは、

HPVワクチンの接種は、現在の健康を害する可能性

がある選択だと考えます。これを「損失局面での意

思決定」と呼びます。これに対して「HPVワクチン

接種をしないと、将来の子宮頸がんの発症を予防で

きない」と考える母親もいます。これを「利得局面

での意思決定」と呼びます。

これまでの研究で、多くの母親たちは、子宮頸が

んが誰にでも起こりうることや、子宮頸がんで失わ

れる損失の大きさ（子宮の摘出や放射線治療による

妊孕性喪失、病状進行による死亡など）に心を動か

されることがわかっています。そこで、実際に患者

が経験したエピソードをもとにリーフレットを作成

して情報提供を行い、HPVワクチンに対する思考基

準の参照点を、損失局面（副反応のリスク）から利

得局面（頸がんのリスク）に変える試みを進めてい

ます（図 5）。
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表 3 娘のHPVワクチン接種に課す条件

Yagi A, Ueda Y et al. BMC Public Health, 2016; 16: 1013-1023.より一部改変

ワクチン接種に課す条件 回答数 期待される接種率

条件なく 5 (0.2%) 勧奨再開時に

期待される接種率

4%（85/2,060）勧奨再開したら 80 (3.8%)

周りや知り合いが接種したら 348 (16.9%)
→自然波及

21%（433/2,060）

同世代の多くの子が接種したら 1,046 (50.7%) 接種候補群
51%（1,046/2,060）

接種しない・その他 581 (28.2%)

合計 2,060

同調効果



子宮頸がんの撲滅は一人ひとりの意識が

大切

日本は、先進国の中では子宮頸がんの発症率が高

く、今後もしばらくはこの傾向は変わらないと考え

られています。これに対して、たとえばオーストラ

リアはHPVワクチン接種および子宮頸がん検診を

積極的に推奨しており、2028年頃には、同国の子宮

頸がんはほぼ排除に達すると想定されています。日

本の現状とは雲泥の差です。子宮頸がんの患者を減

らしていくためには、HPVワクチンの再普及と子宮

頸がん検診の受診率の向上が不可欠です。そのため

には、私たち一人ひとりが子宮頸がんという疾患に

対する正しい認識を持ち、HPVワクチンおよび検診

の重要性を理解し、それを周りの人に伝えていくこ

とが大切であると思われます。

〈出典〉

１) Yagi A et al: Cancer Res. 2019; 79: p.1252-59.

２) Yagi A et al: Vaccine. 2019; 37: p.2889-91.
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図 4 娘に接種させられない母親の意思決定

図 5 HPVワクチンの認識を損失局面から利得局面へ

頸がんのリスク

ワクチン接種

将来の健康を守るもの

利得局面での意思決定

ワクチン接種

今の健康を害するもの

損失局面での意思決定

副反応のリスク

〈利得局面〉〈損失局面〉

参照点を移動させる
（思考基準を変えさせる）

子宮頸がんの
身近さ、重篤さ

医師からの説明

【まとめ：HPVワクチンの積極的勧奨再開後の課題】

・HPVワクチン接種を見送り定期接種の対象年齢を超えた女子への接種機会の提供

・ 9価ワクチンの導入

・男子への接種

・HPVワクチンを接種しないまま性交渉を持ち始めた女子の健康被害（積極的勧奨一時中止継

続による将来の子宮頸がん罹患リスク確定）の軽減のための子宮頸がん検診受診勧奨強化

・行動経済学的概念に基づいた接種勧奨によるHPVワクチンの再普及

・メディアへの正確な情報提供
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可知 悠子先生 受賞コメント

私が大学の教員になってから10年目の節目になり、正直まだまだだなと思って

いるところに、この賞をいただきとても励みになります。今回の研究は、息子の

育児がヒントになっています。育児と仕事の両立は容易ではありませんが、育児

から学べること、得られるヒントはとても大きいものと感じています。

2016年１月末に息子を出産し、産後２カ月で保育園の「保活」をし、4月から入

園することができました。すぐに職場復帰したのは、０歳の頃から準備をしない

と入園できないからです。入園できたものの、家からは遠く、２カ月で疲弊して

しまい、保育の問題に関心を持ちました。

３歳以降の保育園・幼稚園の利用は無償化されましたが、一部の子供が取り残

されている状況を改善したいと、今回この研究を行いました。受賞させていただ

き、本当にありがとうございました。

＊詳細は、当法人ホームページをご覧ください。



非正規労働者の健康状況は悪化している

近年、日本における勤労世代の所得格差は、拡大

の一途にあります。そして、格差社会を生み出す要

因の一つとして考えられるのが、非正規労働者の増

加です。非正規労働とは、有期雇用、パートタイム、

間接雇用に該当する雇用形態です。非正規労働者

は、正規労働者と比べて、雇用の不安定、賃金・処

遇の低さ、不十分な安全・健康管理などの問題を抱

えており、それは彼らの身体的・精神的健康にも悪

影響を及ぼします。

うつ・不安障害の発症率と雇用形態との相関性を

検討した私たちの研究でも、男性・未婚女性の、非

正規労働者のうつ・不安障害の発症率は、正規労働

者と比較して約 2 倍であることが判明しています

（図 1）。女性を対象とした主観的健康感に関する研

究では、非正規労働かつシングルマザーの場合、健

康感が非常に悪く、不良者の割合は約 2割にのぼり

ました1)。

非正規労働者は、正規労働者と比べて一般定期健

診の未受診率が高い傾向にある（正社員15.1％、契

約社員20.0％、パートおよびアルバイト38.4％、派

遣36.6％）という報告もあります2)。健診未受診の

理由は、「時間がない、お金がない」が多く、非正規

労働者は、健康診断の機会が平等に与えられていな

い可能性もあります。

非正規労働者の研究を進める中で「正社員になれ

ないのは本人の努力不足だ」という、いわゆる自己

責任論を何度も耳にしてきました。しかし実際の非

正規労働者の中には、所得の低い家庭に生まれ、十

分な教育を受けられないがゆえに、安定した職業に

就業できない例も少なくありません。いわゆる「貧

困の連鎖」です。

家庭の所得状況は子どもたちの健康に影

響

家庭の所得状況は、子どもの健全な発育にも影響

します。乳児期の発育不全に関する調査では、低所

得世帯の発育不全リスクは、高所得世帯の1.3倍に

のぼると報告されています（図 2）。思春期の子ど

もがいる家庭を対象とした調査では、家計支出が低
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保育園・幼稚園に通っていない子どもの

社会・経済・健康面の特徴

可知 悠子 氏

北里大学医学部公衆衛生学 講師

図 1 うつ・不安障害の発症と雇用形態の関係

中高年者縦断調査（厚労省）に参加した中高年者（50-59歳）を4年間追跡

Kachi Y, et al. Scand J Public Health 2014; 40(5): 465-472.より一部改変
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い家庭ほど、子どもの肥満率が高いと報告されてい

ます（図 3）。なお、思春期と比べて学童期で格差が

小さいのは、学校給食が栄養バランスの確保に貢献

していると考えられます。

中高生を対象とした意識調査では、所得の高い家

庭でも低い家庭でも、メンタルヘルスが不良である

ことも判明しています3)。その背景には、低所得世

帯では人間関係や経済状況に関する悩みが、高所得

世帯では学業に関する悩みが影響していると考えら

れています。

貧困の連鎖を抜け出すカギは幼児教育

家庭の貧困が原因で子どもが十分な教育を受ける

ことができず、そのために安定した仕事に就業でき

ずに、その子どももまた貧困から脱出できない「貧

困の連鎖」。これに対して、経済学者のジェームズ・

ジョセフ・ヘックマン博士は、質の高い幼児教育に

は、社会性や忍耐力などの非認知能力を育て、成人

後の経済状況を改善する効果があると指摘します。

貧困の連鎖を断ち切る鍵は、幼児期の教育にあるの

です。

現在、先進諸国では 4 歳児および 5 歳児の 9割以

162 遠山椿吉賞 山田和江賞 保育園・幼稚園に通っていない子どもの社会・経済・健康面の特徴 令和元年度 事業年報

図 2 低所得の家庭では乳児の発育不全の発生率が高い

2001年出生児コホート

（低い）←世帯所得→（高い）

1 2 3 4 1 2 3 4

（低い）←世帯所得→（高い）

Kachi et al. Front Pediatr. 2018; 6: 127.より一部改変
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図 3 家庭の経済状況が悪いと思春期の子どもの肥満率が上昇する

Kachi et al. J Epidemiol. 2015; 25 (7): 463-469.より一部改変
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上が、幼稚園または保育園など、何らかの幼児教育

施設を利用しています。日本でも幼児教育施設の利

用率は非常に高く、3 歳児の時点では約 8割の幼児

が、4 歳児の時点では 9 割以上の幼児が、何らかの

幼児教育施設を利用しています4)。

しかし逆にいえば、全体の約 2割（ 3 歳時点）と

はいえ、日本にも未就園児の問題は存在しています。

そこで厚生労働省が実施した「21世紀出生児縦断調

査」のデータを用いて、未就園の要因分析を行いま

した。

その結果、現代日本において未就園児が生まれる

要因として、(A)世帯所得、(B)きょうだいの数、(C)

親の国籍、(D)出生週数、(E)先天性疾患、(F)発達

の遅れ の 6項目が影響することが判明しました（表

1）。

さらに、 3 歳児（2010年生まれ）のいる家庭を対

象に、未就園の理由を調べると、全体的には「必要

がない」との回答が約 7 割を占めること、低所得世

帯の場合は「必要がない」の割合が低下し、逆に「お

金」や「アクセス」などの割合が増えることがわか

りました（図 4）。本来は、保育料は世帯収入に比例

するため、世帯の所得格差は、就園の直接の障害に

はなりにくいはずです。しかし、自宅近辺に保育料

の低い公立幼稚園がない、親の健康状態に問題があ

り、入園の申請手続きや幼稚園の送迎などに問題が

あると、子どもの就園は難しくなります。

きょうだいの数が多い世帯ほど、通園の必要がな

いという回答が増える点は、年齢の離れた兄または

姉が面倒を見ているという事情も考えられます。早

産傾向、先天性疾患および発達遅延で、たとえば経

管栄養や痰吸引など医療ケアが必要な幼児の場合

は、対応可能な施設が自宅近辺にないと、就園は難

しくなります。

実際の事例（親が外国籍、医療的ケア児の

場合）

言葉の壁もあります。ある外国籍の母親が経験し

た事例では、娘を保育園に通園させようとしたとこ

ろ、自治体から発達の遅れを指摘され、近隣の保育
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表 1 社会的不利や健康・発達の問題が未就園と関連

3歳

2001年生まれ

（A）世帯所得

（B）きょうだいの数

（C）親の国籍

（D）出生週数

（E）先天性疾患

（F）発達の遅れ

4歳

2001年生まれ

3歳

2010年生まれ

最も高所得

高所得

中所得

低所得

最も低所得

1.27

1.34

1.45

1.45

1.00

1.09

1.19

1.18

1.54

1.25

1.37

1.58

1.92

0.87

1.20

1.53

1.00

0.89

1.28

1.92

1.05

1.42

1.59

1.06

1.00

1.48 1.35

1.17

1.21

1.00

1.97

1.86

1.15

1.84

1.55

1.00

0.92 1.40

1.08

1.00

1.12 1.37

(数値はすべてオッズ比)

Kachi et al. J Epidemiol. 2020 Mar 5; 30 (3): 143-150.より一部改変
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園には入園できませんでした。その後、自治体の勧

めで児童発達支援施設に通うようになりましたが、

後に転園した際には、保育士から「発達の遅れは感

じない」といわれたそうです。実際、親が外国籍で

幼児がまだ日本語を話せない場合、発達の遅れの判

断は難しく、日本語が話せるようになるまで、発達

支援施設の利用を推奨される外国人世帯は少なくな

いようです。背景には、多言語・多文化に対する施

設側の対応ノウハウの不足があると考えられます。

医療的ケアの有無も、就園の障害となります。た

とえば、人工呼吸器が必要な幼児の場合、専門の看

護師を加配する必要がありますが、対応可能な施設

は限られています。取材したある母親も、医療的ケ

ア児である 2歳の娘の保育園の入園を断られたとい

います。彼女は育児に専念するため、育休期間の終

了とともに会社を退職しました。現在は娘と二人き

りの生活ですが、日ごと言葉が増える娘の姿を見る

と「集団の中で発達を促してあげたい」という気持

ちは強くなるばかりです。最近は、障がい児保育の

ある自治体への転居も検討しています。

未就園児を生み出す原因となる壁の存在

本研究を通じて、未就園児を生み出す原因となる

三つの壁、すなわち「制度の壁」、「施設の壁」、「意

識の壁」の存在を痛感しました。

日本における行政サービスは、基本的に申請主義

であり、利用者からの出願を受けて、初めて提供さ

れます。しかし実際には、申請制度を理解し複数の

書類を用意することができずに、結果として子ども

が幼児教育からこぼれ落ちている家庭が散見されま

す。こうした「制度の壁」に対しては、行政側が積

極的に支援の手を差し伸べる制度が必要と思われま

す。

また多くの幼稚園や保育園は、まだ日本語が話せ

ない外国籍の幼児、医療的ケアを必要とする幼児な

どを受け入れるためのノウハウが不足しています。

こうした「施設の壁」に対しても、何らかの対策が

必要です。

最後に「意識の壁」です。自治体の担当者から「障

がいがある子どもを産んだのはあなただから仕方が

ない」といわれた母親がいます。発達障害があるた
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図 4 3 歳児（2010年生まれ）で未就園児である理由
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めに、同じ施設に通う子どもの母親たちに追い出さ

れるような形で幼稚園を途中退園した親子もいま

す。そこには「社会全体で子どもを育てる」という

意識が欠けているのです。こうした「意識の壁」も、

未就園児が生まれる要因といえます。

幼児教育を通じて「他人に寛容な優しい

社会」を育成

未就園児の問題に対して、政策は何をするべきで

しょうか。たとえば、各自治体は子どもの虐待対策

の一環として、未就園児のいる家庭の情報を収集し

ています。その情報を有効活用して、行政側から積

極的に支援の手を差し伸べることも、重要だと思わ

れます。

母子保健は、妊娠期から育児まで切れ目のない支

援の実現が大切だといわれています。現在の母子保

健は、どちらかといえばハイリスク児を重視します

が、その他の子どもについても、長期の追跡が必要

です。さらに、医療的ケアを必要とする幼児、障が

いのある幼児が安心して通園できるように、障がい

児保育の普及と施設に向けた看護師の加配も求めら

れています。

「出入国管理及び難民認定法」の改定によって、外

国人労働者、そして海外にルーツを持つ子どもたち

の数は、今後さらに増加するでしょう。彼らが成人

後も日本社会において活躍できるように、海外ルー

ツの子どもたちの幼児教育にも目を向ける必要があ

ります。

幼児教育をめぐる話題としては、全世代型社会保

障の一環として、2019年より幼児教育・保育の無償

化がスタートしました。しかし未就園児とその家庭

は、その恩恵も受けられず取り残されています。低

所得世帯、親が外国籍、障がいおよび医療ケア児な

ど特定の属性のある子どもたちが、ほかの子どもと

同じ施設を利用できないのは、仕方がないことなの

でしょうか。発達障害のある子どもを持つある父親

は「障がいがあるから仕方ないというのであれば、

日本は子どもを大切にしない国だということだ」と

話していました。

日本は、これからさらに少子化が進行します。私

たち大人は、子どもの属性に関係なく、一人ひとり

の子どもたちを大切にしなければなりません。その

ためには、まず私たち大人の意識を変える必要があ

ります。子どもたちは、大人の背中を見て育ちます。

他人に寛容で優しい社会の構築は、子どもだけの問

題ではありません。いずれ高齢化を迎える、私たち

大人の問題であり、すなわち自分たちの問題として

考える必要があると思います。
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【まとめ「政策は何をすべきか」】

・自治体は虐待対策の一環で未就園児家庭を把握している。そのデータを活用して未就園児の

いる家庭にアウトリーチして、幼児教育の取りこぼしを防ぐ。

・妊娠期からの切れ目のない支援（日本版ネウボラ）をポピュレーションアプローチで実施し

3歳以降も継続する。

・障がいのある子ども、医療的ケアを必要とする子どもが幼児教育を受けられるよう、障がい

児保育や看護師の加配を当たり前にする。

・外国にルーツを持つ子どもたちの数は増えており、今後も増える可能性が高い。外国ルーツ

の子どもへの幼児教育の重要性に目を向ける。


